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はじめに 

 本報告書は、令和元年度『国際知財制度研究会』において検討を行った事項についてと

りまとめたものである。 

 今年度の研究会では、国際的な枠組みや、二国間・地域的な経済連携協定における知的

財産を巡る状況や、各国における知的財産制度を巡る状況について議論を行った。 

 第一に、国際的な枠組みにおける知的財産を巡る状況に関して、第１章Ⅰの「輸出管理

改革法による米国の輸出管理の対象拡大」においては、輸出管理規則（EAR）等に基づく

技術の輸出管理等、米国における技術管理の強化の現状について、知的財産との関係も含

め検討した。同Ⅱの「医薬品を巡る最近の事案」においては、中国人類遺伝資源に関する

状況及びインドネシア特許法を巡る動向、並びに WHO の最近の議論の状況について検討

した。同Ⅲの「WTO/TRIPS 理事会及び WIPO における議論の動向等」においては、TRIPS

協定へのノン・バイオレーション（非違反申立て）適用の可能性や後発開発途上国（LDC）

への技術移転の奨励措置等について、現状、課題、我が国が取るべき対応等について議論

を行った。同Ⅳの「外国判決の執行承認に関するハーグ国際私法会議の議論の動向等」に

おいては、外国判決の執行承認に関する法制度の現状、政府の検討会や関係団体の意見を

含めた各国の体制、知的財産との関係で残された課題等について整理、分析した。 

 第二に、二国間・地域的な経済連携協定における知的財産を巡る状況に関して、第２章

Ⅰの「近年の RTA における知財章の比較調査」においては、近年主要国間で締結された主

な 10 の RTA （TPP11 協定、日・EU EPA、AANZFTA 、米・韓 FTA、中・スイス FTA、

中・韓 FTA、尼・EFTA EPA、USMCA、EU・シンガポール FTA、及び EU・ベトナム FTA）

について、各 RTA における知財エンフォースメント・不正競争の規定を中心に、それぞれ

を比較・分析した。同Ⅱの「国際協定における侵害行為への権利行使の実効性に関する規

定との整合性に関する調査」においては、TRIPS 協定や我が国との EPA といった国際協定

における権利行使の実効性に関連する規定の義務履行状況や協定整合性を検討し、アジア

の新興国・途上国五か国（インド、フィリピン、タイ、ベトナム、インドネシア）におけ

る関係する国際協定上の規定を確認するとともに、模倣品・海賊版に関する被害状況や権

利行使実態等の情報を収集することで、当該国における国際協定の知財の権利行使に関連

する規定との整合性に係る実態把握を検討した。 

 第三に、各国における知的財産制度を巡る状況に関して、第３章Ⅰの「営業秘密の保護

について－国際的側面に着目して－」においては、日米欧における営業秘密保護を巡る最

近の動向や外国における営業秘密侵害行為に対する各国の営業秘密保護上の規定等を中心

に検討した。同Ⅱの「情報・データの越境移転をめぐる法的諸課題」においては、個人情

報の保護を目的とした越境移転規制に関する諸国の動向、情報の越境移転規制の WTO 協

定整合性等について検討した。同Ⅲの「主要国・地域におけるデータ保護に関する法制度

の概要」においては、日本、EU、米国、中国、インドネシア、ベトナム、及びインドにつ

いてデータ保護に関する法制度の概要を比較検討した。同Ⅳの「スペアパーツの意匠権に

関する修理条項について」においては、複合製品の構成部品（スペアパーツ）の意匠権に

よる保護の在り方について、EU における修理条項の概要、背景及び経緯やドイツにおける
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意匠法改正等最近の動向、TRIPS 協定第 26 条第 2 項との整合性を巡る議論、米国及びアジ

アにおけるスペアパーツの保護の可能性等について検討した。同Ⅴの「米国及び中国の知

財制度動向」においては、知的財産に関する米中両国の制度改正等を巡る近年の動向につ

いて調査を行った。同Ⅵの「新興国及び途上国の知財エンフォースメントに関する評価・

ベンチマークの分析」においては、知財のエンフォースメントの評価指標として世界経済

フォーラム、ザ・ソフトウェア・アライアンス（BSA）、米国商工会議所グローバルイノベ

ーションポリシーセンター、財産権連盟、米国通商代表部及び欧州委員会の発行している

報告書の評価を基に、ブラジル、ロシア、インド、中国、インドネシア、フィリピン、タ

イ、ベトナム、及びウクライナの 9 か国を調査対象とし、各報告書における評価・ベンチ

マークを分析した。 

 なお、本報告書は研究会における討議を踏まえて作成されたものであるが、執筆者名の

表記がある部分については執筆者が記載したものである。 
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